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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) 1．第96期第3四半期連結累計期間及び第96期第3四半期連結会計期間については、四半期連結財務諸表の数値を

記載しております。 

2. 平成24年4月1日を効力発生日として連結子会社を吸収合併した結果、当社は連結財務諸表非作成会社となっ

たため、第97期第3四半期累計期間及び第97期第3四半期会計期間については、提出会社の数値を記載してお

ります。なお、第96期については、提出会社の数値を記載しております。 

3. 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

4. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

5．潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

  

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第96期 

第3四半期 
連結累計期間

第97期 
第3四半期累計期間

第96期

会計期間
自  平成23年 4月 1日
至  平成23年12月31日

自  平成24年 4月 1日 
至  平成24年12月31日

自  平成23年 4月 1日
至  平成24年 3月31日

営業収益 (百万円) 12,900 12,330 17,703 

純営業収益 (百万円) 12,208 11,674 16,728 

経常利益 (百万円) 5,139 4,734 7,417 

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,870 3,010 4,257 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,867 ― ― 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(百万円) ― ― ― 

資本金 (百万円) 11,945 11,945 11,945 

発行済株式総数 (株) 269,264,702 269,264,702 269,264,702 

純資産額 (百万円) 74,768 75,221 76,063 

総資産額 (百万円) 371,530 425,816 420,961 

1株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 11.18 11.73 16.58 

潜在株式調整後1株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

1株当たり配当額 (円) ― ― 15.00 

自己資本比率 (％) 20.1 17.7 18.1 

回次
第96期 

第3四半期連結会計期間
第97期 

第3四半期会計期間

会計期間
自  平成23年10月 1日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月 1日 
至  平成24年12月31日

1株当たり四半期純利益金額 (円) 2.45 4.75 
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当第3四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。 

なお、平成24年4月1日を効力発生日として、連結子会社であった松井土地建物株式会社を吸収合併いた

しました。 

  

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第3四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に異常な変動等

はありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更

はありません。 

  

当第3四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第3四半期累計期間における我が国経済は、東日本大震災の復興関連需要に伴う公共投資や住宅投

資の増加を背景とした回復の動きがあるものの、海外景気減速の影響を受けて輸出や生産が減少してお

り、先行きの不透明感が継続しています。一方で、個人消費は底堅く推移し、また、民間設備投資は企

業収益が改善傾向を維持していることにより緩やかに増加を続けています。 

日本の株式市場においては、期首に10,000円台であった日経平均株価が、海外経済の減速懸念の高ま

りを背景にリスク回避の動きが強まったため、6月初旬には年初来安値となる8,200円台まで下落しまし

た。その後、経済減速懸念に対する各国の政策期待の高まりや追加金融緩和への期待感が相場を後押し

しましたが、中国の経済成長に対する減速懸念、世界経済を巡る不確実性の高まり、米国の「財政の

崖」問題に対する警戒感等を受けて、方向感の定まらない展開が続きました。ところが、11月半ばに衆

議院の解散が決定されると、積極的な金融緩和の推進を主張する自由民主党への政権交代が確実視され

たことから、株価は上昇に転じました。さらに、為替市場では円安が加速したことで株価は続伸し、12

月末には終値ベースで年初来高値となる10,395円となりました。 

このような市場環境の中で、三市場（東京、大阪、名古屋の各証券取引所）合計の株式売買代金は、

上期の低迷を11月以降の活況相場で取り戻した結果、前第3四半期累計期間と比較して3％の減少に留ま

りました。当社の主たる顧客層である個人投資家についても、年末にかけての株価上昇に伴い信用評価

損益率が改善し買い余力が向上したことから、三市場合計における個人の株式委託売買代金は、前第3

四半期累計期間と比較して1％の減少に留まりました。当社の株式委託売買代金についても、前第3四半

期累計期間と比較してほぼ同水準となりました。なお、三市場に占める個人の株式委託売買代金の割合

は、前第3四半期累計期間と同水準の17％となりました。 

このような事業環境のもと、当第3四半期累計期間において、当社は投資情報ツール「株価ボード」

のリニューアル、スマートフォン対応の拡充、NetFx（店頭外国為替保証金取引）におけるトレーディ

ングツールの拡充、各種キャンペーンの実施等、顧客向けサービスの向上に努めました。 

以上の結果、当第3四半期累計期間の営業収益は123億30百万円、純営業収益は116億74百万円となり

ました。また、営業利益は46億97百万円、経常利益は47億34百万円、四半期純利益は30億10百万円とな

りました。 

なお、当社は、前第3四半期連結累計期間では四半期連結財務諸表を開示しておりましたが、平成24

年4月1日を効力発生日とした連結子会社（松井土地建物株式会社）の吸収合併により、連結対象会社が

存在しなくなったため、当第3四半期累計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりません。このた

め、前年同四半期との比較は行っておりません。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（受入手数料） 

受入手数料は77億76百万円となりました。そのうち、委託手数料は70億46百万円となりました。な

お、株式委託売買代金は前第3四半期累計期間とほぼ同水準となりました。 

（トレーディング損益） 

トレーディング損益は0百万円の利益となりました。 

  

（金融収支） 

金融収益から金融費用を差し引いた金融収支は38億94百万円となりました。 

  
（販売費・一般管理費） 

販売費・一般管理費は69億77百万円となりました。うち、取引関係費は22億43百万円、事務費は12億

29百万円となりました。 

（営業外損益） 

営業外損益は、合計で37百万円の利益となりました。これは主として、受取配当金26百万円によるも

のです。 

（特別損益） 

特別損益は、合計で50百万円の利益となりました。これは子会社の吸収合併に伴う抱合せ株式消滅差

益98百万円を計上する一方、投資有価証券売却損43百万円を計上したこと等によるものです。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第3四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末比1.2％増の4,258億16百万円となりました。こ

れは主として、顧客分別金が増加したこと等により、預託金が同7.3％増の2,445億32百万円となったこ

とによるものです。 

負債合計は、前事業年度末比1.7％増の3,505億95百万円となりました。これは主として、預り金が同

15.8％増の1,364億18百万円、受入保証金が同9.7％増の1,246億29百万円となったことによるもので

す。 

純資産合計は前事業年度末比1.1％減の752億21百万円となりました。当第3四半期累計期間において

は、四半期純利益30億10百万円を計上する一方、平成24年3月期期末配当金38億51百万円を計上してお

ります。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の主たる事業は、個人投資家向けの株式委託売買業務であり、収入項目としては受入手数料、と

りわけ株式売買に関する委託手数料が当社の業績に重要な影響を及ぼします。また、主として信用取引

に起因する金融収益についても当社の業績に重要な影響を及ぼす要因となります。しかしながら、その

水準は、株式市場の相場環境に大きく左右されます。 
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(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社は、信用取引貸付金の増減等に対応した経常的な調達について、銀行等金融機関からの借入金を

中心に対応しております。当社は、金融機関からの借入金以外にも、従来よりコール・マネーの調達、

各種社債の発行を行う等、資金調達源の多様化にも努めております。また、借り換え等を行う際におけ

る市場の混乱等によるリスクを低減させるため、銀行等金融機関とコミットメントライン契約を締結し

ております。なお、社債による資金調達を機動的に行えるよう、発行登録を行っています。 

  
(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第3四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  
(6) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,050,000,000 

計 1,050,000,000 

種類
第3四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年2月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 269,264,702 269,264,702 

東京証券取引所 
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株であり
ます。 

計 269,264,702 269,264,702 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成24年10月 1日～ 
平成24年12月31日 

― 269,264,702 ― 11,945 ― 9,793 
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(7) 【議決権の状況】 

当第3四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成24年9月30日の株主名簿により記載しておりま

す。 

① 【発行済株式】 

    平成24年9月30日現在 

 
(注) 1 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株、信用取引貸付金の自

己融資見返り株式が131,400株含まれております。また、「議決権の数」欄には証券保管振替機構名義の完全
議決権株式にかかる議決権の数4個が含まれております。なお、「議決権の数」欄には信用取引貸付金の自己
融資見返り株式の完全議決権株式にかかる議決権の数1,314個は含まれておりません。 

2 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式47株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

平成24年6月18日付の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、当該有価証券

報告書に記載した事項を除き、次のとおりであります。 

  

役職の異動 

  

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式  12,532,900 

(自己保有株式)
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  256,718,700 2,565,873 ―

単元未満株式 普通株式      13,102 ― ―

発行済株式総数 269,264,702 ― ―

総株主の議決権 ― 2,565,873 ―

  平成24年9月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
松井証券株式会社 

東京都千代田区麹町 
一丁目4番地 

12,532,900 ― 12,532,900 4.65 

計 ― 12,532,900 ― 12,532,900 4.65 

２ 【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
（営業開発部担当役員）

取締役 
（営業開発部担当役員 兼 
RTGS事業室担当役員）

渡邊 将志 平成24年12月1日
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(1) 受入手数料の内訳 

  

 
  

(2) トレーディング損益の内訳 

  

 
  

３ 【業務の状況】

期別 区分
株券 

(百万円)
債券 

(百万円)
受益証券 
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間

委託手数料 6,998 ― 70 375 7,444 

引受け・売出し・特定投資
家向け売付け勧誘等の手数
料 

1 ― ― ― 1 

募集・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の取扱手
数料 

0 ― ― ― 0 

その他の受入手数料 363 ― 3 434 800 

計 7,362 ― 73 810 8,245 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間

委託手数料 6,834 ― 69 143 7,046 

引受け・売出し・特定投資
家向け売付け勧誘等の手数
料 

6 ― ― ― 6 

募集・売出し・特定投資家
向け売付け勧誘等の取扱手
数料 

0 ― ― ― 0 

その他の受入手数料 380 ― 5 340 725 

計 7,219 ― 74 483 7,776 

区分
(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間

実現損益 
(百万円)

評価損益 
(百万円)

計 
(百万円)

実現損益 
(百万円)

評価損益 
(百万円)

計 
(百万円)

株券等トレーディング損益 △17 0 △17 △2 0 △2 

債券等・その他の 
トレーディング損益 

△39 0 △39 3 0 3 

 
 

債券等 
トレーディング損益 

─ ─ ─ ─ ─ ─ 

 
 

その他の 
トレーディング損益 

△39 0 △39 3 0 3 

計 △56 0 △56 0 0 0 
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(3) 有価証券の売買等業務の状況 

1) 有価証券の売買の状況（先物取引を除く） 

①株券 

  

 
  

（信用取引の状況） 

上記のうち、信用取引の状況は次のとおりであります。 

  

 
  

②債券 

  

 
  

③受益証券 

  

 
  

期別 受託 (百万円) 自己 (百万円) 合計 (百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
5,619,774 634 5,620,409 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
5,630,421 10 5,630,431 

期別 受託 (百万円) 自己 (百万円) 合計 (百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
3,417,519 149 3,417,667 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
3,455,209 ― 3,455,209 

期別 受託 (百万円) 自己 (百万円) 合計 (百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
― ― ― 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
― ― ― 

期別 受託 (百万円) 自己 (百万円) 合計 (百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
74,526 249 74,775 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
72,075 ― 72,075 
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④その他 

  

 
(注) 「その他」は信託法に規定する受益証券発行信託の受益証券であります。 

  

（受託取引の状況） 

上記のうち、受託取引の状況は次のとおりであります。 

  

 
(注) 「その他」は信託法に規定する受益証券発行信託の受益証券であります。 

  

2) 証券先物取引等の状況 

①株式に係る取引 

  

 
  

②債券に係る取引 

  

 
  

期別
新株予約権証書など

(百万円)

コマーシャル・ 
ペーパー 
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
― ― 10,014 10,014 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
2 ― 4,040 4,042 

期別
新株予約権証書など

(百万円)

コマーシャル・ 
ペーパー 
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
― ― 10,014 10,014 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
2 ― 4,040 4,042 

期別
先物取引 オプション取引

合計 
(百万円)受託 

(百万円)
自己 

(百万円)
受託 

(百万円)
自己 

(百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
7,919,716 ― 15,597,899 204 23,517,819 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
12,841,918 ― 22,167,139 ― 35,009,057 

期別
先物取引 オプション取引

合計 
(百万円)受託 

(百万円)
自己 

(百万円)
受託 

(百万円)
自己 

(百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
― ― ― ― ― 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
― ― ― ― ― 
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3) 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及

び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

①株券 

  

 
  

②債券 

  

 
  

③受益証券 

  

 
  

期別
引受高 
(百万円)

売出高 
(百万円)

特定投資 
家向け売 
付け勧誘 
等の総額 
(百万円)

募集の 
取扱高 
(百万円)

売出しの 
取扱高 
(百万円)

私募の 
取扱高 
(百万円)

特定投資 
家向け売 
付け勧誘 
等の取扱 

高 
(百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
13 13 ― 8 ― ― ― 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
301 301 ― 4 ― ― ― 

期別 種類
引受高 
(百万円)

売出高 
(百万円)

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
(百万円)

募集の 
取扱高 
(百万円)

売出しの 
取扱高 
(百万円)

私募の 
取扱高 
(百万円)

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の取扱

高 
(百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間

国債 ― ― ― ― ― ― ― 

地方債 ― ― ― ― ― ― ― 

特殊債 ― ― ― ― ― ― ― 

社債 ― ― ― ― ― ― ― 

外国債 ― ― ― ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― ― ― ― 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間

国債 ― ― ― ― ― ― ― 

地方債 ― ― ― ― ― ― ― 

特殊債 ― ― ― ― ― ― ― 

社債 ― ― ― ― ― ― ― 

外国債 ― ― ― ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― ― ― ― 

期別
引受高 
(百万円)

売出高 
(百万円)

特定投資 
家向け売 
付け勧誘 
等の総額 
(百万円)

募集の 
取扱高 
(百万円)

売出しの 
取扱高 
(百万円)

私募の 
取扱高 
(百万円)

特定投資 
家向け売 
付け勧誘 
等の取扱 

高 
(百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間
― ― ― 1,287 ― ― ― 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間
― ― ― 722 ― ― ― 
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④その他 

  

 
  

(4) 自己資本規制比率 

  

 
(注) 数値は百万円未満を切り捨てて表記しております。 

  

  

期別 種類
引受高 
(百万円)

売出高 
(百万円)

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の総額
(百万円)

募集の取
扱高 

(百万円)

売出しの 
取扱高 
(百万円)

私募の取
扱高 

(百万円)

特定投資
家向け売
付け勧誘
等の取扱

高 
(百万円)

(自 平成23年 4月 1日 
至 平成23年12月31日) 

前第3四半期累計期間

コマーシャ 
ル・ペーパ 
ー 

― ― ― ― ― ― ― 

外国証書 ― ― ― ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

(自 平成24年 4月 1日 
至 平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間

コマーシャ 
ル・ペーパ 
ー 

― ― ― ― ― ― ― 

外国証書 ― ― ― ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

 
前第3四半期 
会計期間末 

(平成23年12月31日現在)

当第3四半期 
会計期間末 

(平成24年12月31日現在)

基本的項目      ① (百万円) 74,670 75,221 

補完的項目

その他有価証券 
評価差額金(評価益)等

(百万円) ― ― 

金融商品取引責任 
準備金等

(百万円) 1,108 1,067 

一般貸倒引当金 (百万円) 13 5 

長期劣後債務 (百万円) ― ― 

短期劣後債務 (百万円) ― ― 

     計② (百万円) 1,121 1,072 

控除資産      ③ (百万円) 8,231 6,521 

固定化されていない 
自己資本

①＋②－③ (A) (百万円) 67,560 69,772 

リスク相当額

市場リスク相当額 (百万円) 0 0 

取引先リスク相当額 (百万円) 3,322 3,386 

基礎的リスク相当額 (百万円) 2,178 2,028 

     計(B) (百万円) 5,501 5,415 

自己資本規制比率 (A)／(B)×100 (％) 1,228.0 1,288.4 
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)並びに同規則第54条及び第73条の規定に基づき「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本

証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 

当社は、下記「3. 四半期連結財務諸表について」に記載の理由により、当第3四半期会計期間及び当第

3四半期累計期間は四半期連結財務諸表を作成せず、四半期財務諸表を作成することとなりました。前第3

四半期会計期間及び前第3四半期累計期間においては、四半期財務諸表を作成していないため、前第3四半

期累計期間の四半期損益計算書は記載しておりません。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期会計期間(平成24年10月1日から平

成24年12月31日まで)及び第3四半期累計期間(平成24年4月1日から平成24年12月31日まで)に係る四半期財

務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

当社は、平成24年4月1日を効力発生日とした連結子会社（松井土地建物株式会社）の吸収合併により、

連結対象会社が存在しなくなったため、当第3四半期会計期間及び当第3四半期累計期間は四半期連結財務

諸表を作成しておりません。 

  

  

  

  

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１ 【四半期財務諸表】 
(1) 【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

    前事業年度 
(平成24年3月31日) 

当第3四半期会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   
 流動資産   
  現金・預金 16,204 7,973
  預託金 227,911 244,532
  金銭の信託 9,608 11,168
  トレーディング商品 1,687 1,453
   商品有価証券等 0 0
   デリバティブ取引 1,687 1,453
  約定見返勘定 1 75
  信用取引資産 135,011 138,951
   信用取引貸付金 126,087 131,560
   信用取引借証券担保金 8,924 7,391
  有価証券担保貸付金 14,689 6,101
   借入有価証券担保金 14,689 6,101
  立替金 21 34
  短期差入保証金 3,337 5,088
  その他 5,077 4,265
  貸倒引当金 △13 △5

  流動資産計 413,532 419,635
 固定資産   
  有形固定資産 771 952
  無形固定資産 4,018 3,402
   ソフトウエア 4,012 3,397
   その他 6 5
  投資その他の資産 2,640 1,827
   投資有価証券 214 162
   関係会社株式 450 －
   その他 4,269 3,656
   貸倒引当金 △2,293 △1,990

  固定資産計 7,429 6,181

 資産合計 420,961 425,816
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（単位：百万円）

    前事業年度 
(平成24年3月31日) 

当第3四半期会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   
 流動負債   
  トレーディング商品 286 434
   商品有価証券等 0 －
   デリバティブ取引 286 434
  信用取引負債 47,425 38,129
   信用取引借入金 2,148 1,342
   信用取引貸証券受入金 45,277 36,788
  有価証券担保借入金 5,735 6,743
   有価証券貸借取引受入金 5,735 6,743
  預り金 117,813 136,418
  受入保証金 113,646 124,629
  短期借入金 56,550 41,050
  未払法人税等 1,129 743
  賞与引当金 93 66
  その他 922 1,109

  流動負債計 343,600 349,321
 固定負債   
  長期借入金 25 －
  未払役員退職慰労金 204 204
  その他 2 3

  固定負債計 231 207
 特別法上の準備金   
  金融商品取引責任準備金 1,067 1,067

  特別法上の準備金計 1,067 1,067

 負債合計 344,898 350,595

純資産の部   
 株主資本   
  資本金 11,945 11,945
  資本剰余金 9,793 9,793
  利益剰余金 63,802 62,962
  自己株式 △9,475 △9,475

  株主資本合計 76,065 75,225
 評価・換算差額等   
  その他有価証券評価差額金 △2 △4

  評価・換算差額等合計 △2 △4

 純資産合計 76,063 75,221

負債・純資産合計 420,961 425,816
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(2) 【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：百万円）

   
当第3四半期累計期間 
(自 平成24年4月1日 

 至 平成24年12月31日) 

営業収益  
 受入手数料 7,776
  委託手数料 7,046

  引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘
等の手数料 

6

  募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料 

0

  その他の受入手数料 725
 トレーディング損益 0
 金融収益 4,550
 その他の営業収益 4

 営業収益計 12,330

金融費用 656

純営業収益 11,674

販売費・一般管理費  
 取引関係費 2,243
 人件費 1,366
 不動産関係費 696
 事務費 1,229
 減価償却費 1,336
 租税公課 76
 貸倒引当金繰入れ △56
 その他 88

 販売費・一般管理費計 6,977

営業利益 4,697

営業外収益  
 受取配当金 26
 その他 12

 営業外収益計 38

営業外費用  
 その他 0

 営業外費用計 0

経常利益 4,734

特別利益  
 抱合せ株式消滅差益 98

 特別利益計 98

特別損失  
 投資有価証券売却損 43
 固定資産除売却損 5

 特別損失計 48

税引前四半期純利益 4,785

法人税、住民税及び事業税 1,555

法人税等調整額 219

法人税等合計 1,774

四半期純利益 3,010
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【注記事項】 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第3四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第3四半

期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

(自  平成24年 4月 1日 
至  平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間

減価償却費        1,336百万円 
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(株主資本等関係) 

当第3四半期累計期間(自  平成24年4月1日  至  平成24年12月31日) 

1．配当金支払額 

  

 
  

2．基準日が当第3四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

3．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年6月24日 
定時株主総会 

普通株式 3,851 15 平成24年3月31日 平成24年6月25日 利益剰余金
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(金融商品関係) 

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。 

  

(有価証券関係) 

平成24年4月1日の連結子会社の吸収合併により、前事業年度末に450百万円計上されていた関係会

社株式がなくなりました。 

  

(デリバティブ取引関係) 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第3四半期累計期間(自  平成24年4月1日  至  平成24年12月31日) 

当社は、オンライン証券取引サービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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(1株当たり情報) 

1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注)  潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成24年 4月 1日 
至  平成24年12月31日) 

当第3四半期累計期間

1株当たり四半期純利益金額 11円73銭 

(算定上の基礎)  

四半期純利益金額(百万円) 3,010 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 3,010 

普通株式の期中平均株式数(株) 256,731,775 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成25年2月13日

松井証券株式会社 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松井

証券株式会社の平成24年4月1日から平成25年3月31日までの第97期事業年度の第3四半期会計期間（平成24年

10月1日から平成24年12月31日まで）及び第3四半期累計期間（平成24年4月1日から平成24年12月31日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、松井証券株式会社の平成24年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第3四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あらた監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士    大    木    一    昭    印 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士    辻    村    和    之    印 

(注) 1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

2．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年2月13日 

【会社名】 松井証券株式会社 

【英訳名】 MATSUI SECURITIES CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  松井 道夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区麹町一丁目4番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町2番1号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目8番16号) 



当社代表取締役社長松井道夫は、当社の第97期第3四半期(自 平成24年10月1日 至 平成24年12月31

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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